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１. 19年 2月期の連結業績（平成 18年 2月 21日 ～ 平成 19年 2月 20日）
(1)連結経営成績

　　　   営 業 収 益 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 2月期 1,228,946 2.2 47,142 8.2 44,915 8.1
18年 2月期 1,202,640 1.0 43,580 4.3 41,552 4.6

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％
19年 2月期 9,302 △42.2 49.27 - 3.8 4.7 3.7
18年 2月期 16,101 48.0 84.64 - 7.0 4.3 3.5
(注)①持分法投資損益 19年 2月期        253 百万円          18年 2月期       317 百万円
     ②期中平均株式数(連結) 19年 2月期   188,802,170 株          18年 2月期   188,918,304 株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭
19年 2月期 966,225 364,291 25.3 1,294.93
18年 2月期 951,151 239,145 25.1 1,265.80
(注)期末発行済株式数(連結) 19年 2月期   188,765,210 株          18年 2月期   188,839,130 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円
19年 2月期 69,635 △ 72,542 △ 4,576 102,120
18年 2月期 32,441 △ 59,667 24,454 108,103

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  24　社   持分法適用非連結子会社数　-　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  3　社  （除外）   1  社    持分法（新規）   － 　社    （除外）　   －　社

２. 20年 2月期の連結業績予想（ 平成 19年 2月 21日  ～  平成 20年 2月 20日 ）
　 　　　 営  業  収  益 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
中間期 609,800 19,500 4,000
通　　期 1,232,000 43,000 11,800
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            62 円 51 銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であります。従いまして、実際の業績は様々な要因により、
   これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。
   なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の経営成績及び財政状態の２.次期の予想を
   参照して下さい。

１株当たり純資産総  資  産

（単位：百万円未満は切捨）

純　資　産 自己資本比率
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当企業集団の事業の系統図は次のとおりです。 

 
      
 小 売 業      
       

       

 （専門店）      

 ㈱さが美  （総合小売業） 商品供給 （総合小売業）  

 ㈱モリエ    ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，  

 ㈱パレモ 店舗内出店の賃貸等        ＬＩＭＩＴＥＤ  

 ㈱鈴丹  ユニー㈱    

 ㈱ラフォックス      

 他８社    （コンビニエンスストア）  

    事務所の賃貸等 ㈱サークルＫサンクス  

  土地・建物の （連結財務諸表提出会社）  サンクス青森㈱  

 （総合小売業） 賃貸借等   サンクス西埼玉㈱  

 ㈱ユーストア    他１１社  

       

       

       

       

 

     

 
金 融 

   
その他 

 

 クレジット業務の請負    清掃・警備・保守の請負  店舗の賃貸  商品の供給  

 保険業務・リース取引    （施設管理業）  （不動産賃貸業）  （惣菜等の製造・  

 （クレジット業・    ㈱サン総合メンテナンス  ㈱ユーライフ  加工・卸売）  

 保険代理業）      東名クラウン開発㈱  カネ美食品㈱  

 ㈱ＵＣＳ       

   

        他１社  他１８社  

 

（注）上記図示のほか、㈱ＵＣＳはグループ各社と保険業務・リース取引及びクレジット業務の請負を、㈱サン総合メンテナンスは 

グループ各社と施設管理業務の請負を行っています。また、カネ美食品㈱は、㈱ユーストアから店舗を賃借し、㈱サークルＫ 

サンクスへは商品の供給を行っています。 
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２．経 営 方 針 
１．経営の基本方針 

 ユニーグループは、総合小売業、コンビニエンスストア、各種専門店をチェーン展開する小売業として、それぞ

れの店舗が存在する地域社会のお客様に、快適なショッピングの場と、良質で価値ある商品とサービスを提供し、

お客様の支持の下に中長期的な利益成長を遂げ、株主の期待に応えてまいります。 

 そのため、「買う身になって・・・」をモットーに、常に商品、立地、店舗機能を見直し、お客様へのサービス

レベルを高めるとともに、店舗のスクラップ＆ビルドを積極的に行い、経営資源の効率的な活用と収益性の確保に

努めてまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 配当については、将来の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質の維持強化に配慮しながら、安定的な

配当を継続していくことを基本方針としています。 

 当期におきましては、期末配当金として９円を予定しています。年間配当金は、中間配当金の９円を含め、前期

と同額の１８円を予定しています。当期の内部留保金については、店舗新設等の設備投資に充当する予定です。 

今後とも効率的な資金配分につとめ、財務体質の強化と業績の向上に全力で取り組んでまいります。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 当期末時点における投資単位は５０万円以上となっていますが、投資単位の引き下げについては、市場の要請と

株券発行、名義書換等の手数料等による費用の増加を勘案し慎重に対処していきたいと考えています。 

 投資単位の引下げの時期については、株券不発行制度導入時期を目途に実施することを検討しています。 

 

４．目標とする経営指標 

 ①「既存店売上前年比」 

  品揃えの充実、販売促進企画の見直し及び競合対策等により、目標達成に努めてまいります。 

 ②「商品荒利率」 

  商品構成の見直し、物流合理化による仕入コストの低減及びロスの削減等により、商品荒利率のアップに取り 

組んでまいります。 

 

５．グループの運営方針 

 ユニーグループ企業のうち、上場子会社とは月１回のグループ経営会議を持ち、各社の経営課題や経営戦略につ

いての確認と業績状況の把握を行っています。その他の子会社については、2ヶ月に１回の同様な会議を持ち、必

要によりユニー㈱が戦略的な枠組みを示し、総合的な支援を行います。 

 また、グループ各社は以下の運営方針のもと、利益を極大化することにより、それぞれの株主に貢献します。 

 ①現場、現実に立脚し、迅速な意思決定を行うため、風通しのよいフラットな組織運営を行います。 

 ②価格競争力を維持強化するため、ローコスト経営を行います。 

 ③お客様、株主、従業員に対し透明性の高い経営を目指します。 

 

６．経営課題及び経営戦略 

 ＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）> 

  ①オーバーストアによる競合激化の中で収益力を維持するために、店舗のスクラップ＆ビルドをさらに進めて 

まいります。新店開発の投資配分としましては、主にアピタ、ユーストアへの投資です。また、今春よりモ 

ール型のアピタの出店を開始しました。 

  ②既存店の営業力、収益力を高めるために、個店対応力を強化してまいります。マーケットの特性、消費行動 
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の変化に対応するため、常に品揃えを見直し、必要な改装投資を行います。また、人的生産性向上のため店 

内組織、店内作業を見直し、より効率化を行ってまいります。 

  ③商品面では、引き続き売上総利益率の改善に取り組んでまいります。衣料については、品質重視を基本にし 

た開発商品の拡充と商品計画の精度アップにより売価修正ロスの削減、住関については海外輸入商品の拡大 

と物流改革、食品についてはＰＢ商品の拡大と物流改革を行ってまいります。 

 

＜コンビニエンスストア（㈱サークルＫサンクス等）＞ 

 ①㈱サークルＫサンクスは、「サークルＫ」・「サンクス」の２ブランドを維持しつつ、競争の激しいコンビニ 

エンス業界で勝ち残るために、組織統合、業務プロセスの最適化により経営効率を向上させていきます。 

  ②売上不振エリアのリロケート及びスクラップ＆ビルドを強化し、収益エリアでの新店投資を集中させること 

により、店舗ドミナントの再構築を図り、トータルの収益力向上を目指します。 

  ③安心・安全・健康でおいしいオリジナル商品や地域独自の味・素材の商品を開発してまいります。また、Ａ 

ＴＭや多様な電子マネーの導入など便利で楽しいサービス商材の開発を強化いたします。 

 

＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、㈱鈴丹、㈱モリエ等）＞ 

 ①店舗のスクラップ＆ビルドとローコスト経営により収益力を高めます。 

 ②さが美グループにおいては、長期経営計画として「ＳＡＧＡＭＩ ＶＩＳＩＯＮ ２０１０」を策定し、事  

業構造の再構築と高収益企業への転換を基本戦略としています。 

  ③㈱パレモは、他社と差別化され、優位性をもった「ショップブランド」の確立及び時代の変化にあった新し 

い業種、業態の開発を行い、持続的な成長を図っていきます。 

  ④㈱鈴丹は、新たに「成長企業」へと向かうべく、平成１９年２月に策定した新３ヵ年計画「中期経営計画 

（CS10）」の実現に全社で取り組んでまいります。 

 

＜金融（㈱UCS等）＞ 

 ①㈱UCSは、力強い成長を続けながら、業界でトップクラスの健全で活力ある企業を目指していきます。 

 ②今後も引き続き積極的な会員募集を行い、早期に３５０万人体制にします。また、グループの金融事業会社 

としてグループ各社のコスト削減に協力していきます。 

 ③戦略的商品としてカードローンやキャッシング専用のカードのキャンペーンを積極的に実施し、融資取扱高 

及び融資残高を大幅に増加させていきます。 

 

＜その他（㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフ等）＞ 

  ①㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフは、ユニーグループ内のサービス会社として、グループ各社のコス 

ト削減に協力しつつ、グループ外への事業拡大を目指します。 
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３．経営成績及び財政状態 
１．当期の概要 

（１）営業収益 

  セグメント別営業収益                     （単位：百万円） 

当期 前期  

営業収益 構成比 営業収益 構成比 
前年比 

  ％  ％ ％ 

総合小売業 888,170 72.3 879,663 73.1 101.0 

コンビニエンスストア 190,560 15.5 184,190 15.3 103.5 

専門店 133,599 10.9 128,068 10.6 104.3 

金融 21,833 1.8 15,165 1.3 144.0 

その他 16,574 1.3 16,505 1.4 100.4 

消去又は全社 (21,793) (1.8) (20,953) (1.7) － 

計 1,228,946 100.0 1,202,640 100.0 102.2 

 

連結営業収益は、前期比２．２％増の１,２２８,９４６百万円で、内、売上高は２．３％増、手数料収入等の営 

業収入は１．４％増となりました。 

  

 セグメント別の総合小売業の営業収益は、１．０％増の８８８,１７０百万円となりました。ユニー㈱において

は、アピタ２店舗を開店し７店舗（アピタ１店舗、ユニー３店舗、ユーホーム３店舗）を閉店しました。同業他社

の大型店舗や食品スーパーの出店による競合環境の厳しさもありましたが、新設店を含めた売上高は前期比０．

９％増（既存店売上高は１．３％減）となりました。営業収入も３．９％増であったことから営業収益は１．０％

の増収となりました。また、㈱ユーストアは１店舗を開店し、売上高は前期比０．１減（既存店売上高は１．３％

減）となりました。 

 

 コンビニエンスストアは、１０月以降天候に恵まれ暖冬傾向が続いたことから既存店売上高は回復傾向を示しま

したが、春先の気温低下による行楽需要の取りこぼし、長梅雨の影響による売上の低迷を補えず、既存店売上高前

年比（単体ベース）は３．３％減（サークルKで３．０％減、サンクスで３．８％減）となりました。 

 店舗開発面では、東京・名古屋・大阪の３大都市圏を最重点地域とした出店を行ったほか、あらたに群馬県への

出店を開始しました。また、売上不振地域においてはリロケート及びスクラップ＆ビルドを強化し、店舗の収益性

の向上に取り組みました。開店店舗数はサークル Kが１８７店、サンクスが１１９店、閉店店舗数はサークル K

が１８０店、サンクスが１７７店となり、期末店舗数は、エリアフランチャイズを除き、サークルKで２,８９８

店（７店舗の純増）、サンクスで２,２０５店（５８店舗の純減）となりました。連結対象子会社の増加等によりこ

のセグメントの営業収益は３．５％増の１９０,５６０百万円となりました。 

 

 専門店では、㈱さが美（連結）の既存店売上高は９．０％減となりましたが、連結子会社㈱すずのきの営業収益

が加わり増収となり、㈱パレモは既存店売上高が２．２％減でしたが、店舗数の増加により増収となりました。㈱

鈴丹は既存店売上高が３．８％減となり、全体でも３．１％の減収となりました。このセグメントの営業収益は４．

３％増の１３３,５９９百万円となりました。 

 

 金融（今期より「その他」から分離しました）では、㈱ＵＣＳで期末会員数が約３４万人増加し約２８０万人と

なり、営業基盤を拡大しました。その結果、㈱ＵＣＳの営業収益は１７．８％増の１７,６９９百万円となりまし

た。 
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（２）利益 

  セグメント別営業利益                     （単位：百万円） 

当期 前期  

営業利益 構成比 営業利益 構成比 
前年比 

  ％  ％ ％ 

総合小売業 18,212 38.6 12,199 28.0 149.3 

コンビニエンスストア 21,426 45.5 24,229 55.6 88.4 

専門店 2,028 4.3 2,541 5.8 79.8 

金融 4,675 9.9 3,865 8.9 121.0 

その他 838 1.8 730 1.7 114.8 

消去又は全社 (40) (0.1) 14 0.0 － 

計 47,142 100.0 43,580 100.0 108.2 

 

 営業総利益は、前期比２．２％増の４５９,３９４百万円となりました。この増加の理由は、 

  ①売上高が前期比２．３％増加し、売上総利益率も０．１ポイント改善し２７．５％になった結果、売上総利 

益も２．７％増加して、２９２,１５８百万円となったこと 

  ②不動産賃貸収入と手数料収入がそれぞれ、前期比３．０％、１．０％増加した結果、営業収入が前期比１． 

４％増加し、１６７,２３５百万円となったことです。 

 

販売費及び一般管理費は、前期比１．６％増の４１２,２５１百万円となりました。その結果、営業利益は８．

２％増の４７,１４２百万円となり、営業収益比営業利益率は前期より０．２ポイント改善して３．８％となりま

した。 

 セグメント別の総合小売業の営業利益では、営業収益の増加が前期比１．０％に対し、営業費用の増加は前期比

０．３％であったことにより、前期比４９．３％増の１８,２１２百万円と大幅増益になりました。一方、コンビ

ニエンスストアにおいては、連結対象子会社の増加などにより営業収益は前期比３．５％増となりましたが、営業

費用の伸びが前期比５．７％となったため、営業利益は前期比１１．６％減の２１,４２６百万円となりました。 

専門店では、㈱パレモ、㈱鈴丹及び㈱モリエは営業利益が増益となりましたが、㈱さが美が営業赤字となり、この

セグメントは前期比２０．２％減の２,０２８百万円の営業利益となりました。金融セグメントでは、㈱ＵＣＳの

営業利益が前期比１６．０％の増加となり、金融全体の営業利益も２１．０％増の４,６７５百万円となりました。 

 

 営業外収益の内、受取利息や受取配当金が金利の上昇や企業業績の回復による増配により、前期より増加しまし

た。また、営業外費用の内、解約損害金が前期に比べ３７０百万円増加し、２,０４４百万円になりました。 

 

 経常利益は、８．１％増の４４,９１５百万円になり、営業収益比経常利益率は前期の３．５％から３．７％に

なりました。 

 

 特別利益には、解約補償金１,６１４百万円を含んでいます。特別損失として主に、減損損失１１,０５７百万円、

子会社会計方針変更差額１,２５７百万円及び利息返還損失引当金繰入額８３２百万円を計上しました。 

 

 税金等調整前当期純利益は、前期比３７．０％減の２９,２６５百万円となりました。法人税等の負担額１６,３

７０百万円、少数株主帰属利益３,５９２百万円を控除し、当期純利益は、前期比４２．２％減の９,３０２百万円

となりました。 
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（３）キャッシュ・フロー 

 当期の現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの収入よりも、投資活動によるキ

ャッシュ・フローの支出と財務活動によるキャッシュ・フローの支出が上回り、前期末残高に比べ５,９８３百万

円減少し、１０２,１２０百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー収入は、前期比３７,１９４百万円増加し６９,６３５百万円となりました。

税金等調整前当期純利益は、前期と比べ１７,１８８百万円減少し、当期は２９,２６５百万円となりました。また、

非支出項目の減損損失が前期に比べ３７,９０５百万円減少しました。一方、仕入債務は前期と比べ２４,６８１百

万円減少し、非収入項目の退職給付引当金は前期に比べ４９,９８９百万円減少しました。法人税等の支払額は前

期よりも２,３９６百万円増加して、１５,７８０百万円となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは前期と比較すると、前期にあった関係会社事業譲渡による資金流失３,１

４８百万円がなくなりましたが、有形固定資産の取得による支出が前期より９,５７０百万円増加し、定期預金の

預入による支出も前期より２,７６１百万円増加しました。その結果、前期と比べ１２,８７４百万円の支出額の増

加となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 有利子負債（短期借入金、長期借入金、コマーシャルペーパー、社債）による調達は、前期の２４,３７５百万

円に対し、当期は８,７９９百万円に減少しました。預り保証金は前期は３,３４８百万円の増加でしたが、当期は

２,５３２百万円の減少になりました。当期は自己株式購入支出が５,１７２百万円になったことなどにより、財務

活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ２９,０３０百万円減少し、４,５７６百万円の支出となりました。 

 

（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 

第３２期 第３３期 第３４期 第３５期 第３６期 
 

平成１５年２月期 平成１６年２月期 平成１７年２月期 平成１８年２月期 平成１９年２月期 

自己資本比率（％） ２３．１ ２３．２ ２２．７ ２５．１ ２５．３ 

時価ベース自己資本比率（％） ２０．９ ２３．９ ２３．８ ３２．７ ３１．８ 

債務償還年数（年） ４．１ ４．３ ３．５ ９．３ ４．５ 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍） １７．５ １８．７ ２３．３ １０．９ ２１．２ 

（注）自己資本比率＝自己資本／総資産 

   時価ベース自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

   債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・ガバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ①株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ②営業キャッシュ・フロー及び利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ 

ロー及び利息の支払額を使用しております。 

 ③有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としております。 

 

２．事業等のリスク 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業等のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項は以下のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項は、当グループが当連結会計年度末現在にお
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いて判断したものであり、変動する可能性があります。 

 

（１）売上高変動要因 

  当グループの売上高は一般消費者を対象とするものであり、景気や個人消費動向の他に冷夏暖冬といった天候 

不順や台風などの気象状況により大きな影響を受ける可能性があります。 

 

（２）競争の激化 

  当グループが営む小売業界は、近年相次ぐ商業施設のオープンにより競争が激化しています。当グループの中

心的な営業地域である中京地区においても、ショッピングモールや新たなコンビニエンスストアチェーンの出店

が相次いでいます。今後もこの出店ラッシュは続く傾向にあり、当グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

（３）法的規制等 

  当グループは、出店にあたっては大規模小売店舗立地法及び改正都市計画法、商品の販売にあたっては景品表

示法や産地表示の法令、商品の仕入れにあたっては独占禁止法や下請法、その他環境やリサイクル関連法の規制

等を受けています。当グループはそれぞれ内部統制システムを構築し、法令順守を徹底していますが、万一、こ

れらの法令に違反する事由が生じた場合は、企業活動が制限される可能性があります。従って、法令に基づく各

種規制事項の遵守のため、経営コストが増加する可能性があります。 

 

（４）個人情報の保護 

  個人情報の保護については、社内規程等の整備や従業員教育などにより、流出がないよう万全の体制をとって

いますが、万一、個人情報が流出した場合には、当グループの社会的信用力が低下し、当グループの経営成績や

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（５）災害等 

  当グループは、災害等の発生に対しては社内体制を整備し、緊急時の対応に備えていますが、万一、大規模な

地震や風水害等の自然災害が発生した場合、当グループの営業活動に著しい支障が生じ、経営成績や財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

３．次期の予想 

 次期のわが国経済は引き続き上昇傾向をたどり、企業業績も緩やかに上向いて推移して行くものと予想されます。 

個人消費においても全体的には上昇傾向が続くと思われます。しかし小売業界においては、少子高齢化が進む中、

同業他社や他業態との競争が一段と激化し、個々の小売業者の業績は、相変わらず厳しい状況が続くと予想されま

す。 

 総合小売業では、既存店売上高前年比について、ユニー㈱は９９．０％を、㈱ユーストアは９９．５％を予想し

ています。新設店はユニー㈱で４店舗（内、３店舗はモール型のアピタ）、㈱ユーストアで１店舗の開店を予定し

ています。ユニー㈱とユニー香港で営業収益の予想が前年を下回るため、総合小売業の営業収益も前年を若干下回

る予想ですが、次期も一層の売上総利益率の向上と営業費の削減に取り組み、増益を目指してまいります。 

 コンビニエンスストアでは、次期の経営方針を「徹底した質重視路線への転換」とし、不採算店などの将来リス

クへの対応強化と、店舗運営、店舗開発、商品開発における「営業力の強化」を実現することにより、より「筋肉

質なチェーン」への変革を図ってまいります。㈱サークル K サンクスの既存店売上高前年比（連結ベース）は、

９９．２％を予想しています。また、㈱サークル K サンクス（単体ベース）の出店予定は３２０店舗、閉店予定

は４５０店舗で、期末では１３０店舗の純減を予定しています。 
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 専門店では、既存店売上高伸長率は㈱さが美で９４．０％、㈱パレモで９９．０％、㈱鈴丹で１００．０％を予

想していますが、店舗の積極的なスクラップ＆ビルドと既存店の販売力強化により、個店の収益力を高め、新業態

の開発も積極的に行ってまいります。 

 ㈱UCS はカード即時発行の導入及びコンビニエンスストア店頭での募集体制の強化を図ることによりカード会

員数拡大に取り組むとともに、非接触 IC決済の導入の検討を進めてまいります。また、貸金業法の施行に対応す

るため、金融商品の再構築と収益構造の変革へ取り組みを進めてまいります。 

 このような状況のもと、次期の営業収益は、前期比０．２％増の１,２３２,０００百万円、営業利益は前期比３．

３％増の４８,７００百万円、経常利益は前期比４．３％減の４３,０００百万円,当期純利益は前期比２６．９％増

の１１,８００百万円を予想しています。 
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連結貸借対照表 

  前連結会計年度 

（平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（資産の部）       
Ⅰ流動資産       

１ 現金及び預金 ※１ ９４，５０３  ８９，４８０  △５，０２２ 

２ 受取手形及び売掛金  ４０，１８６  ４５，０２９  ４，８４３ 

３ 有価証券  １４，８０２  １４，１１１  △６９０ 

４ たな卸資産  ６４，７１４  ６２，４０４  △２，３１０ 

５ 繰延税金資産  ５，２０５  ６，２０７  １，００１ 

６ その他  ７４，１５３  ８１，７６７  ７，６１４ 

７ 貸倒引当金  △ ２，５１９  △３，０５８  △５３９ 

 流動資産合計  ２９１，０４５ ３０．６ ２９５，９４３ ３０．６ ４，８９７ 

       

Ⅱ固定資産       

（１）有形固定資産 ※２      

１ 建物及び構築物 ※１ ２０３，０６５  １９９，５８８  △３，４７６ 

２ 器具及び備品  １２，９３５  １１，３４１  △１，５９３ 

３ 土地 ※１ １６２，７７１  １８１，１３０  １８，３５８ 

４ 建設仮勘定  ６，７９１  １３，０１７  ６，２２６ 

５ その他  ５，８０２  ５，１１５  △６８７ 

 有形固定資産合計  ３９１，３６６ (４１．１) ４１０，１９４ (４２．５) １８，８２７ 

（２）無形固定資産       

１ のれん  ―  １９，７９１  １９，７９１ 

２ 借地権  ８，９８５  ―  △８，９８５ 

３ 連結調整勘定  ２０，２１２  ―  △２０，２１２ 

４ その他  １０，７７７  １９，１８０  ８，４０３ 

 無形固定資産合計  ３９，９７４ ( ４．２) ３８，９７２ ( ４．０) △１，００１ 

（３）投資その他の資産       
１ 投資有価証券 ※３ ３６，２４４  ３４，１３３  △２，１１１ 

２ 長期貸付金  ２，４８６  １，９４８  △５３７ 

３ 繰延税金資産  １２，６０９  １１，６３８  △９７０ 

４ 長期差入保証金 ※１ １６１，２０４  １５４，７４９  △６，４５５ 

５ その他 ※３ １９，６０４  ２１，７９２  ２，１８８ 

６ 貸倒引当金  △ ３，３８３  △３，１４５  ２３８ 

 投資その他の資産合計  ２２８，７６４ (２４．１) ２２１，１１５ (２２．９) △７，６４８ 

 固定資産合計  ６６０，１０５ ６９．４ ６７０，２８２ ６９．４ １０，１７７ 

 資産合計  ９５１，１５１ １００．０ ９６６，２２５ １００．０ １５，０７４ 
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  前連結会計年度 

（平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（負債の部）       
Ⅰ流動負債       
１ 支払手形及び買掛金  １１１，２５８  １１１，５７０  ３１１ 

２ 短期借入金  ２０，１１２  ２４，７１６  ４，６０３ 

３ １年内償還予定社債  １０，０００  ５，０００  △５，０００ 
１年内返済予定 

４ 
長期借入金 

※１ ２０，１５４  ４７，４７４  ２７，３１９ 

コマーシャル  
５ 
ペーパー  

６７，０００  ５９，５００  △７，５００ 

６ 未払金  ２７，５５７  ２６，５７６  △９８０ 
７ 未払法人税等  ８，８５２  １０，０９４  １，２４１ 
８ 役員賞与引当金  ―  １８３  １８３ 
９ 賞与引当金  ４，１２８  ４，８２９  ７０１ 
10 販売促進引当金  ４７８  ７４８  ２７０ 
11 その他  ５９，６４９  ６４，７５３  ５，１０４ 

 流動負債合計  ３２９，１９２ ３４．６ ３５５，４４６ ３６．８ ２６，２５４ 
       
Ⅱ固定負債       
１ 社債  ２０，０００  １５，０００  △５，０００ 
２ 長期借入金 ※１ １６４，１３１  １５８，８２３  △５，３０７ 
３ 繰延税金負債  ０  ９９  ９９ 
再評価に係る    

４ 
繰延税金負債  

８５ 
 

８５ 
 

－ 

５ 退職給付引当金  １４，０１１  １１，２４６  △２，７６５ 
６ 利息返還損失引当金  －  １，６６９  １，６６９ 
７ 預り保証金  ５７，７９２  ５５，５８８  △２，２０４ 
８ その他  ３，６２９  ３，９７５  ３４６ 

 固定負債合計  ２５９，６５０ ２７．３ ２４６，４８７ ２５．５ △１３，１６２ 
 負債合計  ５８８，８４２ ６１．９ ６０１，９３４ ６２．３ １３，０９２ 
       
（少数株主持分）       
Ⅰ少数株主持分  １２３，１６３  －  △１２３，１６３ 
 少数株主持分合計  １２３，１６３ １３．０ － － △１２３，１６３ 
（資本の部）       
Ⅰ資本金 ※８ １０，１２９ １．１ － － △１０，１２９ 
Ⅱ資本剰余金  ４９，４８６ ５．２ － － △４９，４８６ 
Ⅲ利益剰余金  １７１，９０７ １８．１ － － △１７１，９０７ 
Ⅳ土地再評価差額金 ※７ △１，３４３ △ ０．２ － － １，３４３ 
Ⅴその他有価証券評価  
 差額金  

９，８６９ １．０ － － △９，８６９ 

Ⅵ為替換算調整勘定  △  ３０３ △ ０．０ － － ３０３ 
Ⅶ自己株式 ※９ △  ６００ △ ０．１ － － ６００ 

 資本合計  ２３９，１４５ ２５．１ － － △２３９，１４５ 
 負債、少数株主持分       
  及び資本合計  ９５１，１５１ １００．０ － － △９５１，１５１ 
       

 



－１２－ 

    
  前連結会計年度 当連結会計年度 
  （平成１８年２月２０日） （平成１９年２月２０日） 

金額 構成比 金額 構成比 
区 分 注記 

番号 （百万円） （％） （百万円） （％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

(純資産の部)       
Ⅰ株主資本       
 1 資本金  ― ― １０，１２９ 1.1 １０，１２９ 
 2 資本剰余金  ― ― ４９，４８６ 5.1 ４９，４８６ 

 3 利益剰余金  ― ― １７７，１６５ 18.3 １７７，１６５ 
 4 自己株式  ― ― △ ７１５ △0.1 △ ７１５ 

株主資本合計  ― ― ２３６，０６５ 24.4 ２３６，０６５ 
       

Ⅱ評価・換算差額等       

1 その他有価証券評価差額金  ― ― ９，５６１ 1.0 ９，５６１ 
 2 繰延ヘッジ損益  ― ― ４６ 0.0 ４６ 
3 土地再評価差額金  ― ― △ ９０３ △0.1 △ ９０３ 

4 為替換算調整勘定  ― ― △ ３３２ △0.0 △ ３３２ 

評価・換算差額等合計  ― ― ８，３７１ 0.9 ８，３７１ 
       
Ⅲ少数株主持分  ― ― １１９，８５３ 12.4 １１９，８５３ 

純資産合計  ― ― ３６４，２９１ 37.7 ３６４，２９１ 

負債及び純資産合計  ― ― ９６６，２２５ 100.0 ９６６，２２５ 

       



－１３－ 

 

連結損益計算書 
  前連結会計年度 

（自 平成１７年２月２１日 
 至 平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１８年２月２１日 
 至 平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

増減 

(△は減) 

(百万円) 

Ⅰ売上高   1,037,764 100.0  1,061,711 100.0 23,946 

Ⅱ売上原価   753,151 72.6  769,552 72.5 16,400 

売上総利益   284,613 27.4  292,158 27.5 7,545 
Ⅲ営業収入         

１ 不動産賃貸収入  37,704   38,832    

２ 手数料収入  127,171 164,875 15.9 128,402 167,235 15.8 2,359 

 営業総利益   449,488 43.3  459,394 43.3 9,905 

Ⅳ販売費及び一般管理費         

１ 貸倒引当金繰入額  583   2,806    

２ 従業員給料手当  111,294   113,060    

３ 役員賞与引当金繰入額  ―   183    

４ 賞与引当金繰入額  4,128   4,829    

５ 退職給付引当金繰入額  7,586   2,993    

６ 賃借料  87,934   90,195    

７ 減価償却費  29,256   26,681    

８ その他  165,124 405,908 39.1 171,501 412,251 38.9 6,343 

 営業利益   43,580 4.2  47,142 4.4 3,561 

Ⅴ営業外収益         

１ 受取利息  698   959    

２ 受取配当金  242   383    

３ 持分法による投資利益  317   253    

４ 受取営業補償金  591   456    

５ その他  1,667 3,516 0.3 1,877 3,930 0.4 413 

Ⅵ営業外費用         
１ 支払利息  3,166   3,396    

２ 解約損害金  1,674   2,044    

３ その他  703 5,544 0.5 716 6,157 0.6 612 

 経常利益   41,552 4.0  44,915 4.2 3,362 

Ⅶ特別利益         

１ 固定資産売却益 ※1 773   600    

２ 投資有価証券売却益  96   387    

３ 前期損益修正益  167   272    

４ 厚生年金基金代行部分返上益  53,720   ―    

５ 解約補償金  ―   1,614    

６ 持分変動益  1,441   ―    

７ 事業譲渡益  1,025   ―    

８ 預託金債務免除益  5,111   ―    

９ その他  112 62,447 6.0 414 3,288 0.3 △59,159 

Ⅷ特別損失         

１ 固定資産処分損 ※2 3,088   3,596    

２ 店舗閉鎖損  752   968    

３ 投資有価証券評価損  198   277    

４ 商品評価方法変更差額  2,370   ―    

５ 減損損失 ※3 48,962   11,057    

６ 子会社会計方針変更差額  ―   1,257    

７ 利息返還損失引当金繰入額  ―   832    

８ その他  2,172 57,546 5.5 949 18,938 1.7 △38,607 

         



－１４－ 

 

  前連結会計年度 
（自 平成１７年２月２１日 
 至 平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１８年２月２１日 
 至 平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

増減 

(△は減) 

(百万円) 

税金等調整前当期純利益   46,454 4.5  29,265 2.8 △17,188 
法人税、住民税及び事業税  13,604   15,913    

法人税等調整額  10,292 23,897 2.3 456 16,370 1.5 △7,527 

少数株主利益   6,455 0.6  3,592 0.4 △2,862 

当期純利益   16,101 1.6  9,302 0.9 △6,799 

         



－１５－ 

連結剰余金計算書 

  前連結会計年度 

（自 平成１７年２月２１日 

至 平成１８年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

（資本剰余金の部）    
Ⅰ資本剰余金期首残高   49,486 

Ⅱ資本剰余金増加高    

 自己株式処分差益  0 0 

Ⅲ資本剰余金期末残高   49,486 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ利益剰余金期首残高   159,704 

    

Ⅱ利益剰余金増加高    

   当期純利益  16,101 16,101 

       
Ⅲ利益剰余金減少高    

 １ 配当金  3,374  

 ２ 役員賞与  134  

 ３ 土地再評価差額金取崩に伴う  

   剰余金減少高  
390 3,899 

    
Ⅳ利益剰余金期末残高   171,907 

    



－１６－ 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度(自 平成 18 年 2 月 21 日 至 平成 19 年 2 月 20 日)              （単位：百万円） 

株主資本 項 目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 2 月 20 日残高 10,129 49,486 171,907 △600 230,922 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △3,399  △3,399 

役員賞与の支払い   △111  △111 

新規連結に伴う剰余金の増減   △91  △91 

土地再評価差額金取崩   △441  △441 

当期純利益   9,302  9,302 

自己株式の取得    △131 △131 

自己株式の処分  0  4 5 

持分法適用関連会社の持分率変動による差額    11 11 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の 

変動額（純額） 
     

連結会計年度中の変動額合計 － 0 5,257 △114 5,143 

平成 19 年 2 月 20 日残高 10,129 49,486 177,165 △715 236,065 

 

評価・換算差額等 

その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 項 目 

評価差額金 損益 差額金 調整勘定 

少数株主 

持分 

平成 18 年 2 月 20 日残高 9,869 － △1,343 △303 123,163 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当      

役員賞与の支払い      

新規連結に伴う剰余金の増減      

土地再評価差額金取崩      

当期純利益      

自己株式の取得      

自己株式の処分      

持分法適用関連会社の持分率変動による差額      

株主資本以外の項目の連結会計年度中の 

変動額（純額） 
△307 46 439 △29 △3,310 

連結会計年度中の変動額合計 △307 46 439 △29 △3,310 

平成 19 年 2 月 20 日残高 9,561 46 △903 △332 119,853 



－１７－ 

連結キャッシュ・フロー計算書 
  前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 
至 平成 18年2月 20日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18 年 2 月 21 日 
至 平成 19年2月 20日） 

増減 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
1 税金等調整前当期純利益  ４６，４５４  ２９，２６５  △ 17,188 
2 減価償却費  ２９，２５６  ２６，６８１  △ 2,575 
3 減損損失  ４８，９６２  １１，０５７  △ 37,905 
4 連結調整勘定償却額  １，７９０  ―  △ 1,790 
5 のれん償却額  ―  ２，３３０  2,330 
6 貸倒引当金の増減額  △ ２９６  ４７３  770 
7 事業譲渡益  △ １，０２５  ―  1,025 
8 預託金債務免除益  △ ５，１１１  ―  5,111 
9 退職給付引当金の増減額  △ ５２，７５４  △ ２，７６５  49,989 
10 受取利息及び受取配当金  △ ９４０  △ １，３４３  △ 403 
11 支払利息  ３，１６６  ３，３９６  229 
12 持分法投資損益  △ ３１７  △ ２５３  64 
13 固定資産処分損  ３，０８８  ３，５９６  508 
14 売上債権の増減額  △ ３，０７５  △ ４，９２５  △ 1,850 
15 たな卸資産の増減額  １，０７７  ２，３７２  1,294 
16 仕入債務の増減額  △ ２５，１４０  △ ４５８  24,681 
17 未払金の増減額  ５５４  ５８０  25 
18 役員賞与の支払額  △ １８７  △ １５７  29 
19 その他  ２，４８４  １７，７０４  15,220 

小  計  ４７，９８７  ８７，５５５  39,568 
20 利息及び配当金の受取額   ８２７  １，１４８  320 
21 利息の支払額  △ ２，９８９  △ ３，２８８  △ 298 
22 法人税等の支払額  △ １３，３８３  △ １５，７８０  △ 2,396 
営業活動によるキャッシュ・フロー  ３２，４４１  ６９，６３５  37,194 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       
1 有形固定資産の取得による支出  △ ４８，００２  △ ５７，５７２  △ 9,570 
2 有形固定資産の売却による収入    ４，２２１  ３，０８０  △ 1,140 
3 差入保証金支出  △ １２，５５５  △ ９，７０２  2,852 
4 差入保証金回収収入  ９，１２７  ８，９５０  △ 176 
5 新規連結子会社の取得による収入  ３９０  １１５  △ 275 
6 事業譲渡による資金流出  △ ３，１４８  ―  3,148 
7 定期預金の預入による支出  △ １，４９１  △ ４，２５２  △ 2,761 
8 定期預金の払戻による収入   １，７６４  １，２８３  △ 480 
9 その他  △ ９，９７４  △ １４，４４５  △ 4,471 
投資活動によるキャッシュ・フロー  △ ５９，６６７  △ ７２，５４２  △ 12,874 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
1 短期借入金の純増減額  ５，９６６  ４，４８５  △ 1,480 
2 コマーシャルペーパー純増減額  １２，０００  △ ７，５００  △ 19,500 
3 長期借入れによる収入  ５０，１００  ４２，２８０  △ 7,820 
4 長期借入金の返済による支出  △ ３８，６９１  △ ２０，４６６  18,225 
5 社債の償還による支出  △ ５，０００  △ １０，０００  △ 5,000 
6 連結子会社の株式発行による収入  ２，６２３  ―  △ 2,623 
7 預り保証金の純増減額  ３，３４８  △ ２，５３２  △ 5,880 
8 配当金の支払額  △ ３，３７４  △ ３，３９９  △ 24 
9 少数株主への配当金の支払額  △ ２，２７３  △ ２，２７８  △ 4 
10 自己株式購入支出  ―  △ ５，１７２  △ 5,172 
11 その他  △ ２４３  ６  249 
財務活動によるキャッシュ・フロー   ２４，４５４  △ ４，５７６  △ 29,030 
       



－１８－ 

  前連結会計年度 
（自 平成 17 年 2 月 21 日 
至 平成 18年2月 20日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18 年 2 月 21 日 
至 平成 19年2月 20日） 

増減 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ２７２  △ １８  △ 290 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △ ２，４９９  △ ７，５０１  △ 5,002 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １１０，６０３  １０８，１０３  △2,499 
Ⅶ 新規連結子会社の 
    現金及び現金同等物の期首残高 

 
― 
 

１，５１８ 
 

1,518 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  １０８，１０３  １０２，１２０  △ 5,983 
       
 



－１９－ 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

1.連結の範囲に関する事項 子会社のうち連結の範囲に含めたの 子会社のうち連結の範囲に含めたの 
 は、次の２２社である。 は、次の２４社である。 
 株式会社 さが美 株式会社 さが美 
 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 
 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 
 株式会社 サークルＫサンクス 株式会社 サークルＫサンクス 
 サンクス青森株式会社 サンクス青森株式会社 
 サンクス西埼玉株式会社 サンクス西埼玉株式会社 
 株式会社 モリエ 株式会社 サンクス北関東 
 株式会社 パレモ サンクス西四国株式会社 
   株式会社 鈴丹 株式会社 モリエ 
 ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 株式会社 パレモ 
 株式会社 ラフォックス   株式会社 鈴丹 
 株式会社 ＵＣＳ ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 ラフォックス 
 東名クラウン開発株式会社 株式会社 ＵＣＳ 
 株式会社 九州さが美 株式会社 サン総合メンテナンス 
 株式会社 東京和裁 東名クラウン開発株式会社 
 株式会社 匠美 株式会社 九州さが美 
 株式会社 エス・ジー・リテイリング 株式会社 東京和裁 
 株式会社 東京ますいわ屋 株式会社 匠美 
 株式会社 すずのき 株式会社 東京ますいわ屋 
 鈴丹時装有限公司 株式会社 すずのき 
 鈴丹ビックス株式会社 鈴丹時装有限公司 
  鈴丹ビックス株式会社 
  株式会社 ゼロネットワークス 
   
  株式会社すずのきは、当社の連結子会  株式会社サンクス北関東、株式会社ゼ 
 社である株式会社さが美が新たに株式を ロネットワークスは、重要性が増したた 
 取得し子会社となったため、当連結会計 ため、サンクス西四国株式会社は、株式 
 年度より連結の範囲に含めた。 を取得したため、当連結会計年度より連 
  なお、青木ヶ原高原開発株式会社は、 結の範囲に含めた。 
 事業譲渡のため、株式会社永谷美笠和装  なお、株式会社エス・ジー・リテイリ 
 服飾総合研究所は、会社清算のため当連 ングは、当連結会計年度において清算結 
 結会計年度より連結の範囲から除外した 了しているため、清算結了までの損益計 
 。 算書のみを連結している。 
   
 連結の範囲から除外した子会社は、 連結の範囲から除外した子会社は、 
 株式会社サンリフォームほか１６社であ 株式会社サンリフォームほか１３社であ 
 るが、これらの非連結子会社は、いずれ るが、これらの非連結子会社は、いずれ 
 も小規模であり、総資産、売上高、持分 も小規模であり、総資産、売上高、持分 
 に見合う当期純利益及び持分に見合う利 に見合う当期純利益及び持分に見合う利 
 益剰余金の合計額は、いずれも連結財務 益剰余金の合計額は、いずれも連結財務 
 諸表に重要な影響を及ぼしていない。 諸表に重要な影響を及ぼしていない。 
   
   

2.持分法の適用に関する 非連結子会社１７社及び関連会社１７ 非連結子会社１４社及び関連会社１５ 
事項 社のうち関連会社であるカネ美食品株式 社のうち関連会社であるカネ美食品株式 
 会社に対する投資について、持分法を適 会社に対する投資について、持分法を適 
 用している。 用している。 
   
 持分法を適用していない会社は非連結 持分法を適用していない会社は非連結 
 子会社株式会社サンリフォームほか１６ 子会社株式会社サンリフォームほか１３ 
 社及び関連会社１６社であり、これら 社及び関連会社１４社であり、これら 
 ３３社の持分に見合う当期純損益及び持 ２８社の持分に見合う当期純損益及び持 
 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 
 り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし 
 ていない。 ていない。 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

3.連結子会社の事業年度に 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 
関する事項 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 
 鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 
 日、株式会社サークルＫサンクス、サン 日、株式会社サークルＫサンクス、サン 
 クス青森株式会社、サンクス西埼玉株式 クス青森株式会社、サンクス西埼玉株式 
 会社及び株式会社ＵＣＳの決算日は２月 会社、株式会社サンクス北関東、サンク 
 末日であり、連結財務諸表の作成に当た ス西四国株式会社、株式会社ＵＣＳ及び 
 っては、各連結子会社の決算日の決算財 株式会社ゼロネットワークスの決算日は 
 務諸表を使用している。 ２月末日であり、連結財務諸表の作成に 
 ６社については、連結決算日との間に あたっては、各連結子会社の決算日の決 
 生じた連結会社間取引につき、連結上必 算財務諸表を使用している。 
 要な調整を行っている。 ９社については、連結決算日との間に 
 なお、株式会社すずのきの決算日は３ 生じた連結会社間取引につき、連結上必 
 月３１日であり、当該連結子会社につい 要な調整を行っている。 
 ては、連結決算日に実施した仮決算に基  
 づく決算財務諸表を使用している。  
   
   
4.会計処理基準に関する   
事項   
（１）重要な資産の評価 有価証券 有価証券 
基準及び評価方法 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 
 ……償却原価法（定額法） ……同  左 
   
 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 
 ……決算日の市場価格等に基づく ……決算日の市場価格等に基づく 
 時価法（評価差額は全部資本 時価法（評価差額は全部純資 
 直入法により処理し、売却原 産直入法により処理し、売却 
 価は移動平均法により算定し 原価は移動平均法により算定 
 ている。） している。） 
      ただし、複合金融商品につい      ただし、複合金融商品につい 
      ては、組込デリバティブを区      ては、組込デリバティブを区 
      別して測定することができな      別して測定することができな 
      いため、全体を時価評価し評      いため、全体を時価評価し評 
      価差額を営業外損益に計上し      価差額を営業外損益に計上し 
      ている。      ている。 
        
 時価のないもの 時価のないもの 
 ……移動平均法による原価法 ……同  左 
   
   
 たな卸資産………販売用不動産について たな卸資産………販売用不動産について 
   は個別法による原価法、宝石につい   は個別法による原価法、宝石につい 
   ては個別法による低価法、主な生鮮   ては個別法による低価法、主な生鮮 
   食料品については最終仕入原価法に   食料品については最終仕入原価法に 
   よる原価法、その他の商品について   よる原価法、その他の商品について 
   は一部を除き売価還元法による原価   は一部を除き売価還元法による原価 
   法、貯蔵品については、最終仕入原   法、貯蔵品については、最終仕入原 
   価法による原価法を採用している。   価法による原価法を採用している。 
   
 （会計方針の変更）    
  連結子会社１社については、従来、一    
 部宝石については個別法による原価法、  
 その他の商品については売価還元法によ  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 る原価法を採用していたが当連結会計年  
 度より婦人用品、雑貨を除き個別法によ  
 る低価法へ変更した。  
  この変更は、コンピューターシステム  
 による一品毎の商品受払管理体制が確立  
 されたことに伴い、より適正かつ迅速に  
 在庫金額を把握し、より適正な期間損益  
 計算を行うことを目的としたものであ  
 る。  
  なお、この変更に伴い、期首商品の売  
 価還元法に基づく原価法と、個別法に基  
 づく低価法の評価差額２，３７０百万円  
 を商品評価方法変更差額として特別損失  
 に計上し、同額、税金等調整前当期純利  
 益が減少している。  
   
   
（２）重要な減価償却資産 有形固定資産の減価償却の方法………国 有形固定資産の減価償却の方法……… 
の減価償却の方法 内連結会社は、定率法を採用してい 同  左 

 る。  
 但し、平成１０年４月１日以降取得  
 の建物（建物附属設備は除く。）に  
 ついては定額法を採用している。  
   リース資産については、リース期間  
 を耐用年数とし、リース期間満了時  
 のリース資産の見積処分価額を残存  
 価額とする定額法を採用している。  
 また、取得価額が１０万円以上２  
 ０万円未満の資産については、３年  
 均等償却を実施している。  
 在外連結子会社は、定額法を採用  
 している。  
   
 無形固定資産の減価償却の方法………定 無形固定資産の減価償却の方法……… 
 額法を採用している。 同  左 
 なお、自社利用のソフトウェアに  
 ついては、社内における見込利用可  
 能期間（５年）に基づく定額法を採  
 用している。  
   
（３）重要な引当金の計上 貸倒引当金………債権の貸倒による損失 貸倒引当金………同  左  
基準 に備えるため一般債権については貸  

 倒実績率により、貸倒懸念債権等特  
 定の債権については個別に回収可能  
 性を検討し、回収不能見込額を計上  
 している。  
   
    役員賞与引当金………役員の賞与の支払 
    に備えるため、支給見込額を計上し 
    ている。 
   
  （会計方針の変更） 
  当連結会計年度から「役員賞与に関す
  会計基準」（企業会計基準第４号 平成 
  １７年１１月２９日）を適用している。 
   なお、この変更に伴い、従来と同一の
  会計処理によった場合に比べ営業利益、 
  経常利益及び税金等調整前当期純利益は 
  それぞれ１８３百万円減少している。 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 賞与引当金………従業員の賞与の支払に 賞与引当金………同  左 
 備えるため、主に支給見込額のうち  
 当期期間対応額を計上している。  
   
 販売促進引当金………連結子会社１社に 販売促進引当金………連結子会社２社に 
 ついては、カードの利用金額等によ   おいて、計上を行っている。 
 るプレゼントの支払に備えるため、    １社については、カードの利用金額 
 過去の経験率等を勘案した所定の基   等によるプレゼントの支払に備える 
 準により計上している。   ため、過去の経験率を勘案した所定の 
    基準により相当額を計上している。 
     他の１社については、売上時に付与 
    されたポイントの将来の使用に備え 
    るため、当連結会計年度末における、 
    権利確定ポイント残高相当額を計上 
    している。 
   
  （追加情報） 
   連結子会社１社における、売上時に付与 
  されたポイントについては、従来、ポイン 
  トを使用したときの費用としていたが、ポ 
  イントに関する費用の金額的重要性が高
  まっており、さらに今後もポイントに関す 
  る費用が増加すると見込まれること、及び 
  当連結会計年度からポイント管理システ 
  ムの整備によりポイント付与状況が把握 
  できることになったことから、当連結会計 
  年度末における権利確定ポイント残高相 
  当額を販売促進引当金として計上してい 
  る。 
   なお、この変更に伴い、従来と同一の会 
  計処理によった場合と比べ、当連結会計年 
  度の営業利益及び経常利益はそれぞれ２ 
  ６百万円増加し、税金等調整前当期純利益 
  は１２８百万円減少している。 
   
   
 退職給付引当金………従業員の退職給付 退職給付引当金………同  左 
 に備えるため、当連結会計年度末に  
 おける退職給付債務及び年金資産の  
 見込額に基づき計上している。  
  過去勤務債務は、その発生時の従  
 業員の平均残存勤務期間以内の一定  
 の年数（6年～10 年）による定額法に  
 より費用処理している。  
  数理計算上の差異は、その発生時  
 の従業員の平均残存勤務期間以内の  
 一定の年数（5年～10 年）による定  
 額法により翌連結会計年度から費用  
 処理している。  
    なお、連結子会社１社については、  
   会計基準変更時差異額を 15 年により  
   按分した額を費用処理している。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 役員退職慰労引当金    
   当社及び連結子会社１２社について    
 は、役員報酬制度改正の一環として、平     
 成１７年５月の定時株主総会において  
  役員退職慰労金制度を廃止するととも  
  に、役員の退任時に退職慰労金制度廃止  
  日（当該総会終結時）までの在任期間に  
  応じた退職慰労金を支給することを決  
  議した。これに伴い当該制度廃止日まで  
  の期間に対応する役員退職慰労金相当  
  額を流動負債「未払金」に１１４百万円  
  、固定負債「その他」に５７８百万円含  
  めて計上している。  
   
    利息返還損失引当金………連結子会社１ 
      社については、将来の利息返還請求に 
    起因して生じる利息返還額に備える 
    ため、過去の返還実績等を勘案した 
    必要額を計上している。 
   
  （追加情報） 
   連結子会社１社における、利息返還請求 
  に係る損失については、従来、貸倒引当金 
  （流動資産の控除項目）の一部として計上 
  していたが、日本公認会計士協会より業種 
  別委員会報告第３７号「消費者金融会社等 
  の利息返還請求による損失に係る引当金 
  の計上に関する監査上の取扱い」が平成１ 
  ８年１０月１３日に公表されたことに伴 
  い、当連結会計年度より見積方法の変更を 
  行うとともに、利息返還損失引当金として 
  固定負債の区分に表示している。 
   なお、前連結会計年度末の利息返還損失 
  見積額２１０百万円と変更後の見積方法 
  による当連結会計年度の期首時点の引当 
  金計上額との差額については、「利息返還 
  損失引当金繰入額」として特別損失に８３ 
  ２百万円計上している。 
   なお、この変更に伴い、従来と同一の会 
  計処理によった場合と比べ、営業利益、経
  常利益がそれぞれ３６０百万円減少し、税 
  金等調整前当期純利益が、１，１９２百万 
  円減少している。 
   
（４）重要なリース取引の リース物件の所有権が借主に移転する 同    左 
処理方法 と認められるもの以外のファイナンス・  

 リース取引については、通常の賃貸借取  
 引に係る方法に準じた会計処理によって  
 いる。  
   
（５）重要なヘッジ会計の ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 
方法   原則として繰延ヘッジ処理によって   同  左 

  いる。なお、振当処理の要件を満たし  
  ている為替予約及び通貨オプションに  
  ついては振当処理に、特例処理の要件  
  を満たしている金利スワップ及び金利  
  キャップについては、特例処理によっ  
  ている。  
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 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 
   当連結会計年度にヘッジ会計を適用   同  左 
  したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の  
  とおりである。  
   
  ａ.ヘッジ手段……為替予約・通貨オプ  ａ.ヘッジ手段……同  左 
           ション  
    ヘッジ対象……商品輸入による外    ヘッジ対象……同  左 
           貨建買入債務取引           
  ｂ.ヘッジ手段……金利スワップ・金利  ｂ.ヘッジ手段……同  左 
           キャップ           
    ヘッジ対象……借入金等    ヘッジ対象……同  左 
   
 ヘッジ方針 ヘッジ方針 
   将来の為替相場の変動による損失を   同  左 
  回避する目的で、為替予約取引及び通  
  貨オプション取引を利用している。  
   また、将来の金利変動による損失を  
  回避する目的で、金利スワップ取引及  
  び金利キャップ取引を利用している。  
   
 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段   同  左 
  の相場変動を半期ごとに比較し、両者  
  の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効  
  性を評価している。ただし、特例処理  
  によっている金利スワップ及び金利キ  
  ャップについては、有効性の評価を省  
  略している。  
   
（６）消費税等の処理方法 税抜方式を採用している。 同    左 
   
（７）在外連結子会社の採 在外連結子会社の採用する会計処理基 同    左 
用する会計処理基準 準は、現地において一般に公正妥当と認  

 められる会計基準に従っているが、親会  
 社が採用している基準と重要な差異はな  
 い。  
   
   
5.連結子会社の資産及び負 連結子会社の資産及び負債の評価につ 同    左 
 債の評価に関する事項 いては、全面時価評価法を採用している。  
   
   
6.連結調整勘定の償却に 連結調整勘定の償却については、原則    
関する事項 として５年間の均等償却を行っている。    
 なお、旧株式会社サンクスアンドアソ  
 シエイツに係る連結調整勘定は２０年間  
 で均等償却している。  
   
   
7.のれんの償却に関する    のれんの償却については、原則として 
 事項    ５年間の均等償却を行っている。 
  なお、旧株式会社サンクスアンドアソ 
  シエイツに係るのれんは２０年間で均等 
  償却している。 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

8.利益処分項目等の取扱い 連結剰余金計算書は、連結会社の利益    
に関する事項 処分について連結年度中に確定した利益    
 処分に基づいて作成している。  
   
9.連結キャッシュ・フロー 連結キャッシュ・フロー計算書におけ 同    左 
計算書における資金の る資金（現金及び現金同等物）は、手許  
範囲 現金、随時引き出し可能な預金及び容易  
 に換金可能であり、かつ、価値の変動に  
 ついて僅少なリスクしか負わない取得日  
 から３ヶ月以内に満期の到来する短期投  
 資からなる。  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（固定資産の減損に係る会計基準） （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
 当社及び国内連結子会社は、固定資産の減損会計に係  当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示 
る会計基準（「固定資産の減損会計に係る会計基準の設 に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成１７年 
定関にする意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月 １２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関 
９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指 する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 
針」（企業会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月 ８号 平成１７年１２月９日）を適用している。 
３１日）が平成１６年３月３１日以後に終了する連結会  従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、２４４， 
計年度に係る連結財務諸表から適用できることになっ ３９１百万円である。 
たことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資 
用指針を適用している。これにより営業利益及び経常利 産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改 
益は、２，７６６百万円増加し税金等調整前純利益は、 正後の連結財務諸表規則により作成している。 
４６，１９６百万円減少している。  
 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務  （売上高の計上基準） 
諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。  連結子会社１社については、従来、契約後入金完了時 
 に売上を計上していたが、当連結会計年度から商品の引 
 渡時に売上を計上する方法に変更した。 
  なお、この変更は、同社の会計方針を当社グループの 
 会計方針に統一するために行ったものである。 
  この変更に伴い、従来と同一の会計処理によった場合 
 と比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益は、それ 
 ぞれ６３３百万円増加し、税金等調整前当期純利益は、 
 ６２３百万円減少している。 
  
  



－２７－ 

 表示方法の変更 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（連結損益計算書関係） （連結貸借対照表関係） 
 前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に 1. 前連結会計年度における、無形固定資産の「連結調 
含めていた、「受取営業補償金」は、営業外収益の１０ 整勘定」及び「営業権」は、当連結会計年度より「のれ 
０分の１０を超えたため、当連結会計年度より区分掲記 ん」と掲記した。 
している。  なお、前連結会計年度における無形固定資産の「その 
 なお、前連結会計年度の営業外収益「その他」に含ま 他」に含まれる「営業権」は、１，５１１百万円である。 
れる「受取営業補償金」は、２８６百万円である。  
 2. 前連結会計年度において、無形固定資産で区分掲記 
 していた「借地権」は、重要な科目ではなくなったため、 
 当連結会計年度より「その他」に含めることとした。 
  なお、当連結会計年度における「借地権」は９，３２ 
 １百万円である。 
  
  
 （連結損益計算書関係） 
 1. 前連結会計年度まで、販売費及び一般管理費の「そ 
 の他」に含めていた連結子会社における貸倒損失を、当 
 連会計年度より「貸倒引当金繰入額」として表示してい 
 る。 
  なお、前連結会計年度におけるは当該金額は、１，３ 
 ７２百万円である。 
  
 2. 前連結会計年度において、販売費及び一般管理費の 
 「減価償却費」に含めて表示していた「営業権の減価償 
 却費」は当連結会計年度より「のれん償却額」として販 
 売費及び一般管理費の「その他」に含ることとした。 
  なお、前連結会計年度における「営業権の減価償却費」 
 は、４２５百万円である。 
  
  
 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ 
 ・フローの「その他」に含めて表示していた「自己株式 
 購入支出」は、重要性が増したため、当連結会計年度よ 
 り区分掲記することとした。 
 なお、前連結会計年度における「その他」に含まれる 
 「自己株式購入支出」は、５６２百万円である。 
  
  



－２８－ 

 追加情報 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（退職給付会計） （退職給付会計） 
当社及び当社の主要な国内関係会社で設立していた  当社の連結子会社の株式会社サークルＫサンクスの 
ユニーグループ厚生年金基金は、厚生年金基金代行部分 従業員のうち、旧株式会社サンクスアンドアソシエイツ 
について、平成１８年１月１日に厚生労働大臣から、過 の従業員は、サンクス厚生年金基金に加入しているが、 
去分返上の認可を受けた。 厚生年金基金代行部分について、平成１７年７月２９日 
 この認可に伴い、当連結会計年度において特別利益を に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け 
５３，７２０百万円計上している。 た。 
 なお、ユニーグループ厚生年金基金は、同日、厚生労  なお、当連結会計年度末日現在において測定された影 
働大臣の認可を受け、確定給付企業年金法に基づくユニ 響額については、（退職給付関係）に記載している。 
ーグループ企業年金基金に移行している。  
 また、当社の連結子会社の株式会社サークルＫサンク  
スの従業員のうち、旧株式会社サンクスアンドアソシエ  
イツの従業員は、サンクス厚生年金基金に加入している  
が、厚生年金基金代行部分について、平成１７年７月２  
９日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を  
受けた。  
 なお、当連結会計年度末日現在において測定された影  
響額については、（退職給付関係）に記載している。  
  
  
（法人事業税における外形標準課税部分に関する事項）  
 当社及び１１社を除く国内連結子会社は、実務対応報  
告１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益  
計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計  
基準委員会平成１６年２月１３日）が公表されたことに  
伴ない、当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、  
法人事業税の付加価値割及び資本割（合計１，０６８百  
万円）を販売費及び一般管理費として計上している。  
  
  

 



－２９－ 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度（平成１８年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１９年２月２０日現在） 

※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して ※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して 

 いる。  いる。 

    

 （担保提供資産）  （担保提供資産） 

  建物及び構築物（期末簿価） 7,965 百万円   現金及び預金 3 百万円 

  土地 4,483 百万円   建物及び構築物（期末簿価） 7,341 百万円 

  長期差入保証金 287 百万円   土地 4,483 百万円 

  計 12,736 百万円   長期差入保証金 287 百万円 

      計 12,115 百万円 

        
 （対応債務）   （対応債務）  

      

 長期借入金（ ） 4,201 百万円  長期借入金（ ） 3,620 百万円 

  

1 年内返済予定 

分を含む 
   

1 年内返済予定 

分を含む 
 

 計 4,201 百万円  計 3,620 百万円 

      

        

    
※2 有形固定資産の減価償却累計額は２５９，２２７ ※2 有形固定資産の減価償却累計額は２６９，１６２ 

 百万円である。  百万円である。 

    

※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 ※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 

 のとおりである。  のとおりである。 

 投資有価証券     ８，９７４百万円  投資有価証券     ８，１１５百万円 

 （株式）  （株式） 

 投資その他の資産その他     ５百万円   

 （出資金）   

    

   4 受取手形割引高は４８１百万円である。 4 
   

    

5 保証債務 5 保証債務 

 金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を  金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行 

 行っている。  っている。 

    

 コンビニエンスストア加盟店 ３，７９１百万円  コンビニエンスストア加盟店 ３，３８０百万円 
 サークルケイ四国㈱ ４４５百万円  サークルケイ四国㈱ ３８７百万円 
    
 UIF(NETHERLANDS)B.V.  UIF(NETHERLANDS)B.V. 
  

(1,870 千 US$) 
２２１百万円 

  

(1,740 千 US$) 
２０８百万円 

  従業員 ６百万円   従業員 ２百万円 

  計 ４，４６５百万円   ㈱バイナス １百万円 

      計 ３，９８０百万円 
        

        



－３０－ 

前連結会計年度（平成１８年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１９年２月２０日現在） 

6  当社の連結子会社である株式会社ＵＣＳは、ク 6  当社の連結子会社である株式会社ＵＣＳは、ク 

 レジットカード業務に付帯するキャッシング業  レジットカード業務に付帯するキャッシング業 

 務等を行っている。当該業務における貸出コミッ  務等を行っている。当該業務における貸出コミッ 

 トメントに係る貸出未実行残高は次のとおりで  トメントに係る貸出未実行残高は次のとおりで 

 ある。  ある。 

          

  貸出コミットメントの総額 713,929 百万円    貸出コミットメントの総額 1,130,833 百万円  

  貸出実行額 32,103 百万円    貸出実行額 42,604 百万円  

  差引貸出未実行残高 681,825 百万円    差引貸出未実行残高 1,088,229 百万円  

          

  なお、上記の貸出コミットメントにおいては、   なお、上記の貸出コミットメントにおいては、 

 そのほとんどがクレジットカードの附帯機能で  そのほとんどがクレジットカードの附帯機能で 

 あるキャッシングサービスとして株式会社ＵＣ  あるキャッシングサービスとして株式会社ＵＣ 

 Ｓの会員に付与しているものであるため、必ずし  Ｓの会員に付与しているものであるため、必ずし 

 も貸出未実行額の全額が貸出実行されるもので  も貸出未実行額の全額が貸出実行されるもので 

 はない。  はない。 

    

※７  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す ※７  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す 

 る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）  る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号） 

 及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す  及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す 

 る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）  る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号） 

 に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差  に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差 

 額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した  額金から再評価に係る繰延税金負債を控除した 

 金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計  金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に 

 上している。  計上している。 

 再評価の方法  再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年    土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年  

  3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2条第 4号に   3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2条第 4号に 

  定める路線価および路線価のない土地は第 2   定める路線価および路線価のない土地は第 2 

  条第 3号に定める固定資産税評価額に基づい   条第 3号に定める固定資産税評価額に基づい 

 て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って  て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って 

  いる。   いる。 

 再評価を行った年月日   平成 14 年2 月20日  再評価を行った年月日   平成 14 年 2 月 20 日 

 当該事業用土地の当期末における時価と  当該事業用土地の当期末における時価と 

 再評価後の帳簿価額との差額  △ 631 百万円  再評価後の帳簿価額との差額  △ 647 百万円 

    

※８  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２  ※８  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２ 

 ９５千株である。  ９５千株である。 

    

※９  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 ※９  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 

 有する自己株式の数は、普通株式４５６千株であ  有する自己株式の数は、普通株式５３０千株であ 

 る。  る。 

    

    

    

    

          

       



－３１－ 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１７年２月２１日   自 平成１８年２月２１日  
 

（ 
至 平成１８年２月２０日 

）
  

（ 
至 平成１９年２月２０日 

）
 

※1 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 ※1 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

  建物及び構築物 164 百万円    建物及び構築物 342 百万円  

  器具及び備品 560 百万円    土地 200 百万円  

  その他固定資産 48 百万円    その他固定資産 57 百万円  

  計 773 百万円    計 600 百万円  

          

※2 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 ※2 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 

  建物及び構築物 1,310 百万円    建物及び構築物 1,592 百万円  

  器具及び備品 323 百万円    土地 685 百万円  

  土地 20 百万円    器具及び備品 326 百万円  

  その他固定資産 534 百万円    その他固定資産 115 百万円  

  上記資産の撤去費用 898 百万円    上記資産の撤去費用 876 百万円  

  計 3,088 百万円    計 3,596 百万円  

          

          

    

※3 減損損失 ※3 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下   当連結会計年度において、当社グループは以下の 

 の資産グループについて減損損失４８，９６２百  資産グループについて減損損失１１，０５７百万円 

 万円を計上している。  を計上している。 

  （単位：百万円）      （単位：百万円）  

     金額    用途 種類 場所 金額  

  愛知県    愛知県  

  31 店舗    29 店舗  

  岐阜県    静岡県  

  9 店舗    6 店舗  
  その他    その他  

  

店舗（総合 
小売業） 

土地及び 
建物等 

33 店舗    

店舗（総合 
小売業） 

土地及び 
建物等 

19 店舗  

  店舗（コン 岡山県他    店舗（コン 青森県他  

  ビニエンス     ビニエンス   

  ストア） 

土地及び 
建物等 

    ストア） 

土地及び 
建物等 

  

  愛知県    東京都  

  39 店舗    14 店舗  

  千葉県    大阪府  
  23 店舗    10 店舗  

  その他    その他  

  

店舗 
（専門店） 

土地及び 
建物等 

342 店舗    

店舗 
（専門店） 

土地及び 
建物等 

116 店舗  

  神奈川県    愛知県  

  2 件    10 件  

  その他    その他  

  

その他資産 
（その他） 

土地及び 
建物等 

2 件 

46,943 

   

その他資産 
（その他） 

土地及び 
建物等 

7 件 

10,971 

 
  土地及び 愛知県他    土地及び 愛知県他  

  
遊休資産 

建物 9 件 
2,019 
   

遊休資産 
建物 5 件 

85 
 

  合 計 48,962    合 計 11,057  

              

    



－３２－ 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１７年２月２１日   自 平成１８年２月２１日  
 

（ 
至 平成１８年２月２０日 

）
  

（ 
至 平成１９年２月２０日 

）
 

  当社グループは、キャッシュフローを生み出す最   当社グループは、キャッシュフローを生み出す最 

 小単位として、主に店舗を１グループとしたグルー  小単位として、主に店舗を１グループとしたグルー 

 ピングを行っている。遊休資産についても個々の資  ピングを行っている。遊休資産についても個々の資 

 産単位を１グループとし、店舗及び遊休資産のそれ  産単位を１グループとし、店舗及び遊休資産のそれ 

 ぞれについて減損損失を認識している。  ぞれについて減損損失を認識している。 

  当社グループは、収益性が著しく低下した資産グ   当社グループは、収益性が著しく低下した資産グ 

 ループの帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当  ループの帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当 

 該減少額を次のとおり特別損失に計上している。  該減少額を次のとおり特別損失に計上している。 

    （単位：百万円）      （単位：百万円）  
   店舗等 遊休資産 合計     店舗等 遊休資産 合計  

  建物及び    建物及び  

  構築物 
26,508 330 26,839 

   構築物 
5,777 12 5,789 

 

  土地 8,366 1,688 10,055    土地 1,875 61 1,937  

  その他 12,068 － 12,068    その他 3,318 12 3,331  

  合計 46,943 2,019 48,962    合計 10,971 85 11,057  

              

  回収可能価額が、正味売却価額の場合には、主に   回収可能価額が、正味売却価額の場合には、主に 

 不動産鑑定評価額に基づき評価している。また、回  不動産鑑定評価額に基づき評価している。また、回 

 収可能価額が使用価値の場合には将来キャッシュ  収可能価額が使用価値の場合には将来キャッシュ 

 フローを３．１％～８．０％で割引いて算定してい  フローを２．９％～６．３％で割引いて算定してい 

 る。  る。 

    

    

    



－３３－ 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 
 当連結会計年度 （自 平成 18 年 2 月 21 日 至 平成 19 年 2 月 20 日） 
 １.発行済株式に関する事項 

前連結会計年度末 当連結会計期間 当連結会計期間 当連結会計年度末 
株式の種類 

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

普通株式 189,295,483 － － 189,295,483 

 
 
 ２.自己株式に関する事項 

前連結会計年度末 当連結会計期間 当連結会計期間 当連結会計年度末 
株式の種類 

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

普通株式 456,353 77,487 3,567 530,273 

 
 （変動事由の概要） 
  増加数の内訳は、次のとおりである。 
   単元未満株式数の買取りによる増加 77,235 株  
   持分法適用関連会社の持分率変動による増加 252 株  
   
  減少数の内訳は、次のとおりである。   
   単元未満株式数の買増請求による減少 3,567 株  

 
 

 ３.配当金に関する事項 
  （１）配当金支払額 

配当金の総額 1 株当たり 
決議 株式の種類 

（百万円） 配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 18 年 5 月 16 日 
定時株主総会 

普通株式 1,699  ９  平成 18 年 2 月 20 日 平成 18 年 5 月 17 日 

平成18 年10 月10 日 
取締役会 

普通株式 1,699  ９  平成 18 年 8 月 20 日 平成 18 年 11 月 1 日 

 
 
  （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものの決議予定 

配当金の総額 1 株当たり 
決議 株式の種類 配当の原資 

（百万円） 配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 19 年 5 月 17 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,699  ９  平成19年2月20日 平成 19 年 5 月 18 日 

 



－３４－ 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１７年２月２１日   自 平成１８年２月２１日  
 
（ 
至 平成１８年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１９年２月２０日 

） 
 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 
掲記されている科目の金額との関係 掲記されている科目の金額との関係 

（平成１８年２月２０日現在） （平成１９年２月２０日現在） 
  

現金及び預金勘定 94,503 百万円  現金及び預金勘定 89,480 百万円  
預入期間が３ヶ月を  預入期間が３ヶ月を  
超える定期預金 △ 402 百万円  超える定期預金 △ 1,371 百万円  

ＭＭＦ等 14,003 百万円  ＭＭＦ等 14,011 百万円  
 現金及び現金同等物 108,103 百万円   現金及び現金同等物 102,120 百万円  
        
       
  

2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の 2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の 
資産及び負債の主な内訳 資産及び負債の主な内訳 
株式の取得により新たに株式会社すずのきを連結したこ 株式の取得により新たにサンクス西四国株式会社を連結 
とに伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳並びに株 したことに伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳並 
式の取得価額と取得による収入（純額）との関係 びに株式の取得価額と取得による収入（純額）との関係 
 流動資産 2,202 百万円  流動資産 906 百万円  
 固定資産 2,068 百万円  固定資産 1,649 百万円  
  連結調整勘定 277 百万円    のれん 97 百万円  
 流動負債 △ 2,225 百万円  流動負債 △ 1,590 百万円  
 固定負債 △ 2,282 百万円  固定負債 △ 449 百万円  
  株式会社すずのきの    サンクス西四国株式会社  
 取得価額 

40 百万円 
  の株式既所有額 

△ 9 百万円 
 

 株式会社すずのき取得に   サンクス西四国株式会社  
 伴う貸付金 

300 百万円 
  の株式追加取得額 

603 百万円 
 

 株式会社すずのき現金  サンクス西四国株式会社  
 及び現金同等物 

730 百万円 
 の現金及び現金同等物 

 718 百万円 
 

 差引：株式会社すずのき  差引：サンクス西四国  
 取得による収入 

390 百万円 
 株式会社取得による収入 

 115 百万円 
 

       
       
       

       



－３５－ 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成１７年２月２１日   自 平成１８年２月２１日  
 
（ 
至 平成１８年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１９年２月２０日 

） 
 

借手側 借手側 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相  相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相   

   当額    当額 
   （単位：百万円）     （単位：百万円）  
  器具及び備品 その他 合計    器具及び備品 その他 合計  
 取得価額相当額 51,156 4,170 55,327   取得価額相当額 49,922 4,345 54,267  
 減価償却累計額   減価償却累計額  
 相当額 

29,859 1,807 31,667 
  相当額 

26,555 2,178 28,734 
 

 減損損失累計額   減損損失累計額  
 相当額 

889 266 1,155 
  相当額 

1,999 379 2,379 
 

 期末残高相当額 20,407 2,097 22,504   期末残高相当額 21,366 1,787 23,154  
  

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 ８，５９３百万円   １ 年 内 ７，９６１百万円  

 １ 年 超 １６，１２７百万円   １ 年 超 １７，４１４百万円  

 合   計 ２４，７２０百万円   合   計 ２５，３７５百万円  
       
 リース資産減損勘定の                      リース資産減損勘定の                     

 残高 
８６２百万円 

  残高 
１，４０３百万円 

 

  
③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減 

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

        
 支払リース料 ９，７８５百万円   支払リース料 １０，３７２百万円  

 リース資産減損勘定の   リース資産減損勘定の  

 取崩額 
３６８百万円 

  取崩額 
６６２百万円 

 

 減価償却費相当額 ８，８１４百万円   減価償却費相当額 ９，０４８百万円  

 支払利息相当額 ５８０百万円   支払利息相当額 ５６５百万円  

 減損損失 １，２８６百万円   減損損失 １，２６８百万円  

  
④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 

っている。 っている。 

  
⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース ⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース 

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 

各期への配分方法については、利息法によってい 各期への配分方法については、利息法によってい 

る。 る。 

  
2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

 １ 年 内 １６，３４４百万円   １ 年 内 １５，９４３百万円  

 １ 年 超 １４２，１４５百万円   １ 年 超 １３２，０９９百万円  

 合   計 １５８，４８９百万円   合   計 １４８，０４２百万円  

        

  



－３６－ 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１７年２月２１日   自 平成１８年２月２１日  
 
（ 
至 平成１８年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１９年２月２０日 

） 
 

貸手側 貸手側 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び ①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び 

期末残高        （単位：百万円）  期末残高        （単位：百万円）  

  取得価額 減価償却累計額 期末残高    取得価額 減価償却累計額 期末残高  

 車輌運搬具 165 54 110   車輌運搬具 255 92 163  

  

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 １１６百万円   １ 年 内 １２３百万円  

 １ 年 超 ２６２百万円   １ 年 超 ２２５百万円  

 合   計 ３７９百万円   合   計 ３４９百万円  

（注）上記は、転貸リース取引に係る貸手側の未経過リ （注）上記は、転貸リース取引に係る貸手側の未経過リ 

  ース料期末残高相当額（２４５百万円、うち一年超   ース料期末残高相当額（１７６百万円、うち一年超 

  １６７百万円）を含んだものである。   １０６百万円）を含んだものである。 

  なお、当該転貸リース取引は概ね、同一の条件で第   なお、当該転貸リース取引は概ね、同一の条件で第 

  三者にリースしているので、ほぼ同額の残高が上記   三者にリースしているので、ほぼ同額の残高が上記 

借手側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ 借手側の未経過リース料期末残高相当額に含まれて 

  ている。   いる。 

  

③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

 受取リース料 ４３百万円   受取リース料 ８９百万円  

 減価償却費 ４１百万円   減価償却費 ５１百万円  

 受取利息相当額 ３百万円   受取利息相当額 １２百万円  

  

④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 

  利息相当額の各期への配分方法については、利息法   利息相当額の各期への配分方法については、利息法 

  によっている。   によっている。 

  

2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

１ 年 内 １０１百万円 １ 年 内 ９６百万円 

１ 年 超 １６６百万円 １ 年 超 １１７百万円 

合   計 ２６７百万円 合   計 ２１４百万円 

  

  

 



－３７－ 

 前連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,７５０ ２２,９１６ １７,１６６ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ８００ ８０２ ２ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ８１ ３３ 

 小計 ６,５９８ ２３,８００ １７,２０１ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 １９８ １７１ △ ２６ 
取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,４０１ ２,２５４ △ １４６ 

 ③その他 ９０８ ８７７ △ ３１ 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ３,５０７ ３,３０３ △ ２０４ 

合  計 １０,１０６ ２７,１０３ １６,９９７ 

（注）債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、取得時から当連結会計年度末までに 

   評価損３１百万円を計上している。なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

９２４  ９６  ２５ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

非上場国内債券 ６百万円 

 

（２）その他有価証券 

非上場株式 ７５８百万円 

非上場外国債券 ２００百万円 

ＭＭＦ等 １４,００３百万円 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１８年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 １0年超 
区    分 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ― 

②社債 ７０７ ３００ １，８７４ ２００ 

③その他 １００ ８０８ ２００ ― 

合    計 ８０７ １,１０８ ２，０７４ ２００ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について１９１百万円、関連会社株式について７百万円の減損処理

を行っている。 



－３８－ 

当連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１９年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,５９３ ２１,８７９ １６,２８５ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 １００ １００ ０ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ９１ ４３ 

 小計 ５，７４２ ２２，０７１ １６，３２８ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ２７３ ２２５ △ ４７ 
取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,３０１ ２,１９７ △ １０３ 

 ③その他 ７０８ ６９６ △ １２ 

 (３)その他 ３ ３ ― 

 小計 ３,２８６ ３,１２３ △ １６２ 

合  計 ９,０２８ ２５,１９４ １６,１６５ 

（注）債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、取得時から当連結会計年度末までに 

   評価損１２百万円を計上している。なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

１，５４３  ３７８  ０ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１９年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

非上場国内債券 ６百万円 

 

（２）その他有価証券 

非上場株式 ７２２百万円 

非上場外国債券 ２００百万円 

ＭＭＦ等 １４,０１１百万円 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１９年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 １0年超 
区    分 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ― 

②社債 １００ ２０６ １，９０５ １００ 

③その他 ― ７０８ ２００ ― 

合    計 １００ ９１４ ２，１０５ １００ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について４８百万円、子会社及び関連会社株式について 

２２８百万円の減損処理を行っている。 



－３９－ 

（デリバティブ取引関係） 

１.取引の状況に関する事項 

自  平成１７年２月２１日  自  平成１８年２月２１日 
前連結会計年度 ( 

至  平成１８年２月２０日 
) 
 

当連結会計年度 ( 
至  平成１９年２月２０日 

) 

 当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の  当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の 
為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 
取引及び通貨オプション取引を利用している。 取引及び通貨オプション取引を利用している。 
また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 
等に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的 等に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的 
で、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用して で、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用して 
いる。 いる。 
なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に 
よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し 
ている。 ている。 
また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 
として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは 
ないと判断している。 ないと判断している。 
当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 
権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 
り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ 
ている。 ている。 
また、日常におけるデリバティブ業務については、市 また、日常におけるデリバティブ業務については、市  
場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 
バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 
の関連部署でチェックしている。 の関連部署でチェックしている。 
  
  

 

２．取引の時価に関する事項 

前連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 

 

 

当連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 



－４０－ 

（退職給付関係） 
 
１．採用している退職給付制度の概要 
  当社及び主な国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、厚生年金基金制度、適格退職年 
金制度あるいは退職一時金制度を設けている。 
 

２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 18年 2月 20 日現在）（百万円） （平成 19年 2月 20 日現在）（百万円） 

イ．退職給付債務 △９９,６７９  △９５,２７３  
ロ．年金資産 ８１,９３４  ８８,５２９  
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △１７,７４４  △６,７４４  
ニ．会計基準変更時差異未処理額 １６５  １４９  
ホ．未認識数理計算上の差異 １４,０７２  ４,７４１  
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ １０,５０４ (注)２ △ ９,２１４ (注)２ 
ト．前払年金費用 ―  △１７８  
チ．退職給付引当金 
（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） 

△ １４,０１１  △ １１,２４６ 
 

 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 18 年 2 月 20 日） （平成 19 年 2 月 20 日） 

（注）１．連結子会社１社において、厚生年金基金 （注）１．連結子会社１社において、厚生年金基金 

  の代行部分を含めて記載している。   の代行部分を含めて記載している。 
２．連結子会社である株式会社サークルＫサ ２．連結子会社である株式会社サークルＫサ 

  ンクスの従業員のうち、旧株式会社サン   ンクスの従業員のうち、旧株式会社サン 
  クスアンドアソシエイツの従業員は、サ   クスアンドアソシエイツの従業員は、サ 
  ンクス厚生年金基金に加入しているが、   ンクス厚生年金基金に加入しているが、 
  厚生年金基金代行部分について、平成１   厚生年金基金代行部分について、平成１ 
  ７年７月２９日に厚生労働大臣から将来   ７年７月２９日に厚生労働大臣から将来 
  分支給義務免除の認可を受けた。   分支給義務免除の認可を受けた。 
  なお、当連結会計年度末日現在におい   なお、当連結会計年度末日現在におい 
て測定された返還相当額（最低責任準備 て測定された返還相当額（最低責任準備 
金）は１，５３８百万円であり、当該返 金）は１，５３１百万円であり、当該返 
還相当額（最低責任準備金）の支払が、 還相当額（最低責任準備金）の支払が、 
当連結会計年度末日に行われたと仮定し 当連結会計年度末日に行われたと仮定し 
て、「退職給付会計に関する実務指針（中 て、「退職給付会計に関する実務指針（中 
間報告）」（日本公認会計士協会会計制度 間報告）」（日本公認会計士協会会計制度 
委員会報告第１３号）第４４－２項を適 委員会報告第１３号）第４４－２項を適 
用した場合に生ずる損益は、特別利益６ 用した場合に生ずる損益は、特別利益８ 
０４百万円が見込まれる。 ９７百万円が見込まれる。 
  
  
  
  

  



－４１－ 

３．退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 (自平成17年2月21日 至平成18年2月20日) (自平成18年2月21日 至平成19年2月20日) 

 （百万円） （百万円） 
イ．勤務費用 ３,５６２ （注） ２,９３９ （注） 
ロ．利息費用 ３,７５１  １,９６２  
ハ．期待運用収益 △   ４,０３５  △   ３,２６２  
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 １６  １６  
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ５,９４５  ２,６２７  
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △   １,６５４  △   １,２９０  
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ７,５８６  ２,９９３  

 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 18 年 2 月 20 日） （平成 19 年 2 月 20 日） 

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し 
   ている。    ている。 
  

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 (自平成17年2月21日 至平成18年2月20日) (自平成18年2月21日 至平成19年2月20日) 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 
   
ロ．割引率 １.５％～２.０％ ０.５％～２.０％ 
 なお、期首割引率は１.５％～２． なお、期首割引率は１.５％～２． 
 ５％である ０％である 
   
ハ．期待運用収益率 ３.０％～４.０％ ２.０％～４.０％ 
   
ニ．過去勤務債務の処理年数 ６年～１０年（発生時の従業員の平 同  左 
 均残存勤務期間以内の一定の年数  
 による定額法による。）  
   
ホ．数理計算上の差異の処理年数 ５年～１０年（発生時の従業員の平 同  左 
 均残存勤務期間以内の一定の年数  
 による定額法により翌連結会計年  
 度から費用処理することとしてい  
 る。）  
   
へ．会計基準変更時差異の処理年数 連結子会社１社については、１５年 同  左 
 で処理している。  
   
   
   

 



－４２－ 

（税効果会計関係） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
（1）流動の部 （1）流動の部 
繰延税金資産 繰延税金資産 
 賞与引当金 1,669 百万円  賞与引当金 1,942 百万円  
 繰越欠損金 1,450 百万円  未払事業税 826 百万円  
 商品評価方法変更差額 916 百万円  従業員厚生費拠出金 650 百万円  
 未払事業税 761 百万円  商品評価損 621 百万円  
 その他 2,318 百万円  その他 3,546 百万円  
 繰延税金資産小計 7,115 百万円  繰延税金資産小計 7,587 百万円  
 評価性引当額 △1,909 百万円  評価性引当額 △1,348 百万円  
 繰延税金資産合計 5,206 百万円  繰延税金資産合計 6,239 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △  0 百万円   繰延税金負債との相殺 △  31 百万円  
 繰延税金資産の純額 5,205 百万円   繰延税金資産の純額 6,207 百万円  
  
繰延税金負債 繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △ 0 百万円   繰延ヘッジ損益 △ 31 百万円  
 その他 △ 0 百万円   その他 △ 0 百万円  
 繰延税金負債合計  0 百万円   繰延税金負債合計  31 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △ 0 百万円   繰延税金資産との相殺 △ 31 百万円  
 繰延税金負債の純額   －百万円   繰延税金負債の純額    －百万円  
        
（2）固定の部 （2）固定の部 
繰延税金資産 繰延税金資産 
 減損損失 15,145 百万円   減損損失 15,490 百万円  
 退職給付引当金 5,455 百万円   繰越欠損金 4,947 百万円  
 繰越欠損金 4,143 百万円   退職給付引当金 4,395 百万円  
 投資有価証券評価損 3,116 百万円   投資有価証券評価損 1,379 百万円  
 長期貸倒引当金限度超過 1,366 百万円   未実現利益（固定資産） 1,218 百万円  
 その他  3,183 百万円   その他  3,527 百万円  
 繰延税金資産小計 32,411 百万円   繰延税金資産小計 30,960 百万円  
 評価性引当額 △10,165 百万円   評価性引当額 △12,282 百万円  
 繰延税金資産合計 22,245 百万円   繰延税金資産合計 18,677 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △9,635 百万円   繰延税金負債との相殺 △7,039 百万円  
 繰延税金資産の純額 12,609 百万円   繰延税金資産の純額 11,638 百万円  
        
繰延税金負債 繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △6,825百万円   その他有価証券評価差額金 △4,660 百万円  
 固定資産圧縮積立金 △2,653百万円   固定資産圧縮積立金 △2,350 百万円  
 その他 △ 156百万円   その他 △ 128 百万円  
 繰延税金負債合計 9,636 百万円   繰延税金負債合計 7,138 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △9,635百万円   繰延税金資産との相殺 △7,039 百万円  
 繰延税金負債の純額 0 百万円   繰延税金負債の純額 99 百万円  
        
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 
率との差異原因 率との差異原因 
  
 法定実効税率 ４０.２％   法定実効税率 ４０.２％  
 （調整）    （調整）   
 評価性引当額 １０.５％   評価性引当額 １４.４％  
 住民税均等割等 ２.４％   住民税均等割等 ３.９％  
 事業譲渡益 △ １.８％   のれん償却 ３.３％  
 連結調整勘定償却 ０.８％   再評価土地売却による調整額 △ ２.１％  
 その他 △ ０.７％   その他 △ ３.８％  
 税効果会計適用後の    税効果会計適用後の   
     法人税等の負担率 ５１.４％       法人税等の負担率 ５５.９％  
  
  



－４３－ 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日）           

 
総合小売業 

コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        
（１）外部顧客に対する        

営業収益 876,224 184,187 128,068 14,159 1,202,640 － 1,202,640 
（２）セグメント間の        

内部営業収益  3,439 2 0 17,498 20,940 (20,940) － 
又は振替高        
計 879,663 184,190 128,068 31,658 1,223,580 (20,940) 1,202,640 

営業費用 867,464 159,961 125,526 27,068 1,180,020 (20,960) 1,159,059 
営業利益 12,199 24,229 2,541 4,589 43,560 20 43,580 
Ⅱ資産、減価償却費、減        
損損失及び資本的支出        
資産 574,391 228,906 79,725 97,294 980,317 (29,166) 951,151 
減価償却費 19,005 7,426 2,151 674 29,256 － 29,256 
減損損失 33,282 4,985 2,936 7,758 48,962 －  48,962 
資本的支出 35,729 9,756 2,996 2,423 50,904 － 50,904 

 

当連結会計年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 ンスストア 専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業収益及び営業損益         

営業収益         
（1）外部顧客に対する 
営業収益 

884,733 190,557 133,599 18,854 1,201 1,228,946 ― 1,228,946 

（2）セグメント間の         
内部営業収益又は 3,436 3 ― 2,979 15,373 21,793 （21,793） ― 
振替高         

計 888,170 190,560 133,599 21,833 16,574 1,250,739 （21,793） 1,228,946 
営業費用 869,957 169,134 131,571 17,158 15,735 1,203,556 （21,752） 1,181,803 

営業利益 18,212 21,426 2,028 4,675 838 47,182 （40） 47,142 
Ⅱ資産、減価償却費、減         
損損失及び資本的支出         
資産 573,440 226,881 75,651 96,909 20,694 993,578 (27,352) 966,225 
減価償却費 17,390 6,687 1,932 392 278 26,681 － 26,681 

減損損失 6,764 3,169 982 6 133 11,057 － 11,057 
資本的支出 36,573 12,822 2,613 1,290 5,427 58,726 － 58,726 

 



－４４－ 

 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・総合小売業…………………… 衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 

・コンビニエンスストア……… フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 

・専門店………………………… 呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 

・金融…………………………… クレジットの取扱業務・保険代理業・リース取引、ＡＴＭ運用業務 

               の受託業務 

・その他………………………… 警備・清掃・保守業務、不動産事業等 

 

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 

 

   ４．事業区分の方法の変更 

      事業区分の方法の変更については、従来、「総合小売業」、「コンビニエンスストア」、「専門店」、 

     「その他」の４区分としていたが、「その他」の事業区分について見直しを行った結果、クレジットの 

      取扱業務・保険代理業・リース取引等を営む事業の重要性が増したことにより、金融区分として分離を 

     行った。 

     当連結会計年度より「総合小売業」、「コンビニエンスストア」、「専門店」、「金融」、「その他」の５区分 

     により表示することとした。 

      なお、前連結会計年度において、この事業区分を用いた場合の事業の種類別セグメント情報は、次の 

     とおりである。 

 

 
前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 ンスストア 専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業収益及び営業損益         

営業収益         
（1）外部顧客に対する 
営業収益 

876,224 184,187 128,068 12,797 1,362 1,202,640 ― 1,202,640 

（2）セグメント間の         
内部営業収益又は 3,439 2 0 2,367 15,143 20,953 （20,953） ― 
振替高         

計 879,663 184,190 128,068 15,165 16,505 1,223,593 （20,953） 1,202,640 

営業費用 867,464 159,961 125,526 11,300 15,775 1,180,027 （20,967） 1,159,059 
営業利益 12,199 24,229 2,541 3,865 730 43,566 14 43,580 

Ⅱ資産、減価償却費、減         
損損失及び資本的支出         
資産 574,391 228,906 79,725 78,750 18,544 980,318 (29,167) 951,151 

減価償却費 19,005 7,426 2,151 371 302 29,256 － 29,256 
減損損失 33,282 4,985 2,936 － 7,758 48,962 －  48,962 

資本的支出 35,729 9,756 2,996 1,914 508 50,904 － 50,904 



－４５－ 

【所在地別セグメント情報】 
 

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

 

【関連当事者との取引】 

 

該当事項なし。 

 

 
（１株当たり情報） 
項    目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １，２６５円８０銭  １，２９４円９３銭  
     
１株当たり当期純利益金額 ８４円６４銭  ４９円２７銭  
   
（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 
 
 
      2.１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりである。 
 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり純資産額     
純資産の部の合計額（百万円） －  ２４４，４３７  
普通株式に係る期末の純資産額（百万円） －  ２４４，４３７  
普通株式の発行済株式数（千株） －  １８９，２９５  
普通株式の自己株式数（千株） －  ５３０  
１株当たり純資産額の算定に用いられた   
期末の普通株式数（千株） 

－ 
 

１８８，７６５ 
 

 
      3.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 
 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり当期純利益金額     
当期純利益（百万円） １６，１０１  ９，３０２  
普通株主に帰属しない金額（百万円） １１１  －  
（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） １１１  －  
普通株式に係る当期純利益（百万円） １５，９９０  ９，３０２  
普通株式の期中平均株式数（千株） １８８，９１８  １８８，８０２  

 


